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第43回

定時株主総会 招集ご通知

＜新型コロナウイルス感染防止への対応について＞
●ご来場予定の株主様におかれましては、株主総会

開催日時点の状況やご自身の体調等を十分にご
確認いただき、ご無理をなされないようにお願い
いたします。

●株主総会会場においては、間隔を広く取った座席
配置を予定しているため、十分な席数を確保でき
ない可能性がございます。そのため、当日はご来
場いただいても入場をお断りする場合がござい
ます。予めご了承の程よろしくお願いいたしま
す。

●株主総会の議決権行使は、書面またはインターネ
ットによる方法もございますので、併せてご検討
の程よろしくお願いいたします。

●ご来場の際には、マスク着用のご協力をお願いい
たします。

●ご出席の株主様へお配りしておりましたお土
産、株主総会終了後に開催しておりました会社説
明会は、取り止めとさせていただきます。何卒ご
理解くださいますようお願いいたします。

証券コード　9928

日 時 2020年６月26日(金曜日)午前10時
(受付開始 午前９時)

場 所 東京都新宿区西新宿四丁目15番３号
住友不動産西新宿ビル３号館２階
ベルサール西新宿　ROOM１
末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。

議 案 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
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証券コード　9928
2020年６月10日

株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 四 谷 四 丁 目 2 9 番 地 １

代表取締役社長 是 枝 周 樹

第43回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第43回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等の電磁的方法によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2020年６月25日（木曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげま
す。

敬具
記

１．日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時 (受付開始 午前９時)
２．場 所 東京都新宿区西新宿四丁目15番３号

住友不動産西新宿ビル３号館２階
ベルサール西新宿　ROOM１
（開催場所は昨年と同様です。末尾の株主総会会場ご案内図をご参照く

ださい。）
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第43期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計
算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２．第43期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役２名選任の件

以　上
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■お知らせ
⑴　本招集ご通知に添付すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第

16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.mjs.co.jp/）
に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
①事業報告「会社の新株予約権等に関する事項」
②事業報告「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」
③連結計算書類「連結株主資本等変動計算書」
④連結計算書類「連結注記表」
⑤計算書類「株主資本等変動計算書」
⑥計算書類「個別注記表」
したがいまして、本招集ご通知の添付書類に掲載されている事業報告、連結計算書類およ
び計算書類は、監査役および監査役会が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、
連結計算書類および計算書類の一部であり、また、会計監査人が会計監査報告を作成する
に際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。

⑵　株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（https://www.mjs.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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■議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時)
場 所 東京都新宿区西新宿四丁目15番３号

住友不動産西新宿ビル３号館２階　ベルサール西新宿　ROOM１
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

郵送で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らず行使
期限までに到着するようご投函ください。
行使期限 2020年６月25日（木曜日）午後５時到着

インターネット等で議決権を行使される場合
パソコンまたはスマートフォン等から議決権行使ウェブサイトにアクセスしてい
ただき、下記の行使期限までに議案に対する賛否をご登録ください。議決権行使
ウェブサイトおよび議決権行使方法の詳細につきましては、次ページの「インター
ネット等による議決権行使のご案内」をご参照ください。
行使期限 2020年６月25日（木曜日）午後５時

お問い合わせ先
ご不明な点は、株主名簿管理人である東京証券代行株式会社までお問い合わせください。
⑴　議決権行使ウェブサイトの操作方法に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル　　0120－88－0768　（受付時間 午前９時～午後９時）
⑵　上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル　　0120－49－7009　（受付時間 平日 午前９時～午後５時）

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使
をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内
行使
期限 2020年６月25日（木曜日）午後５時

「スマート行使」
QRコードを読み取る方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

2

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向け議決権行使ウェブサイトへアクセスし、議決権行使
書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向け議決権
行使ウェブサイトへ遷移できます。

同封の議決権行使書用紙右下に記載のQR
コードをスマートフォンまたはタブレット端
末で読み取ってください。

1 議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

－ 4 －
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議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.tosyodai54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

4

上記議決権行使ウェブサイトにアクセ
スしてください。

1

同封の議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

同封の議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

パソコン、スマートフォンまたは携帯電話のインターネット利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイ
トがご利用できない場合があります。
議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料・通信料等は、株主様のご負
担となります。

機関投資家の皆様へ　議決権電子行使プラットフォームのご利用について
株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」の利用を事前に申し込まれた場合は、当社株
主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記のインターネット等による議決権行使以外
に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

－ 5 －

インターネット等による議決権行使のご案内
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(添付書類)

事　 業　 報　 告

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過およびその成果

当連結会計年度における国内経済は、企業収益が高い水準を維持し、雇用・所得環境も
改善するなど緩やかな回復基調で推移しましたが、年度末にかけて新型コロナウイルス感
染症の影響により急速に悪化し、国内外の景気は極めて先行き不透明な状況となりました。

ソフトウェア業界および情報サービス業界においては、企業における人手不足への対応
や働き方改革への取り組みなどを背景に、生産性向上や業務効率化を目的としたIT投資需
要が高い水準にある一方、特に年度末以降、先行き不透明な景況感の中で投資判断に慎重
さが見られました。

当社はこのような経営環境のもと、販売力や製品・サービス力の向上により既存顧客と
の関係維持、満足度向上を図るとともに、新規顧客の開拓による顧客基盤の拡大とこれら
に伴うサービス収入の増大、収益基盤のさらなる強化に努めました。

販売面では、期首より消費税法改正・軽減税率制度やIT導入補助金、働き方改革など、
お客様の関心の高い分野のセミナーや研修会を全国で開催するとともに、当社主催の全国
総合フェア「MJSソリューションセミナー＆フェア2019」の開催、各種総合イベントへの
出展等を通じて、多くのお客様に主力のERP製品や各種サービスを訴求しました。また、
お客様のテレワーク導入への取り組みが急速に進む中で、リモートツールを含む各種クラ
ウドサービスやセキュリティ商品の提案活動を強化しました。

開発面では、上期において消費税率の引き上げおよび軽減税率制度の導入、相続税の電
子申告（e-TAX）等の税制改正に迅速かつ適切なシステム対応を行いました。また、会計
事務所の業務効率化を支援する、AIを活用した仕訳・残高チェックシステム『MJS AI 監
査支援』を新規開発するとともに、中堅・中小企業向けの主力ERP製品をはじめ、経費精
算や勤怠管理などの業務を効率化するクラウドサービス『Edge Tracker（エッジトラッカー）』
やクラウド型の会計・給与サービス『かんたんクラウド会計』『かんたんクラウド給与』
において、お客様のニーズに即した機能改良を継続的に行いました。

一方、地域経済の活性化を目的に地域金融機関との業務提携を推進し、各種ソリューシ
ョン・サービスの提供を通じて中小企業の事業活動を支援しました。さらに、各金融機関
におけるAPI（※）公開に対応するために昨年６月に電子決済等代行業者の登録を行い、

※Application Programming Interfaceの略で、あるシステムで管理するデータや機能などを、外部
のシステムから呼び出して利用するための手順やデータ形式などを定めた規約のことです。

－ 6 －
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当社が提供するERP製品やクラウドサービスと、各金融機関とのAPI接続を通じた安全な
データ連携の仕組み作りやFinTech（フィンテック）（※）分野のサービス開発を進めて
います。

※金融（Finance）と情報技術（Technology）を掛け合わせた造語で、従来の金融機関では実現でき
なかったITを活用した金融サービスを広く意味します。

今後、全国の会計事務所および地域金融機関との協力体制を一層強化し、地域の中小企
業における業務効率化や資金繰り、事業承継などの経営課題に対して総合的な経営支援
サービスを提供し、地域経済の活性化を共同で推進するとともに業容拡大を図ってまいり
ます。
　これらの結果、当社グループの連結業績は次のとおりとなりました。

区 分 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 比
売 上 高 355億　1百万円 13.4％増
営 業 利 益 52億27百万円 1.2％増
経 常 利 益 53億11百万円 5.0％増
親会社株主に帰属する当期純利益 18億39百万円 50.7％減

　当連結会計年度の売上高は過去最高となりました。一方、クラウドサービスへの本格的
な移行による収益構造の変化や、クラウド製品の徹底した競争力強化のためのさらなる開
発投資を考慮し、一旦、既存のクラウド製品における将来の収益性を保守的に見積もるこ
ととし、ソフトウェア資産を早期償却しました。これにより、利益面に影響があったもの
の、営業利益および経常利益においては、最高益を更新しました。一方、親会社株主に帰
属する当期純利益においては、開発中のウェブ型製品に関して、お客様ニーズや競争環境
の変化に伴い新製品開発の方向性、優先順位を一部見直したため、長期の開発行為に分類
されるソフトウェア資産において将来の収益見込みの変動要素が大きいと判断しソフト
ウェア評価損を計上した結果、減益となりました。これらのソフトウェア資産の早期償却
や評価損を計上することにより、今後の償却負担が軽減され中期的に収益性が改善される
こととなります。

－ 7 －
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　品目別の売上高は次のとおりとなりました。

品 目 名 当連結会計年度
売 上 高 前連結会計年度比

シ ス テ ム
導 入 契 約
売 上 高

ハードウェア 48億69百万円 43.1％増
ソフトウェア 124億29百万円 0.1％減
ユースウェア 50億60百万円 32.4％増

小　計 223億59百万円 13.7％増

サ ー ビ ス
収 入

トータル・バリューサービス（TVS） 23億24百万円 18.9％増
ソフト使用料 17億76百万円 19.6％増
ソフトウェア運用支援サービス 48億60百万円 10.2％増
ハードウェア・ネットワーク保守サービス 13億95百万円 3.3％増
サプライ･オフィス用品 6億97百万円 4.9％増

小　計 110億55百万円 12.0％増
その他 20億86百万円 16.9％増
合　計 355億 1百万円 13.4％増

（注）１.「トータル･バリューサービス（TVS）」は、会計事務所向けの総合保守サービスです。
２.「ソフトウェア運用支援サービス」は、企業向けの総合保守サービスです。

２．設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の主なものは、職場環境改善を目的とした拠点のレイアウト

変更や、業務効率および生産性向上を目的とする業務用コンピュータなどへの投資であり、
設備投資総額は４億72百万円であります。

３．資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金は、自己資金および借入金により賄いました。

－ 8 －

事業の状況
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４．対処すべき課題
当社は設立以来、全国の会計事務所と中堅・中小企業に対して、最適な経営システムお

よび経営ノウハウならびに経営情報サービスを開発・提供し、お客様の経営革新、業務改
善を支援することにより、その成長・発展に貢献することを経営の基本方針として事業活
動を推進してまいりました。

一方、2019年５月20日に公表した「2020年度の経営目標について」に記載の当社グループ
数値目標（売上高380億円、経常利益80億円）に関しては、新型コロナウイルス感染症の
影響等により以下のとおり改定しました。なお、本経営目標は、新型コロナウイルス感染
症が第１四半期から第２四半期中に収束に向かい、徐々に経済活動が回復し、第３四半期
以降に当社の事業環境が正常化することを前提に算出しています。したがって、新型コロ
ナウイルス感染症の収束時期や経済活動の状況によっては経営目標を変更する可能性があ
り、その場合は業績予想の修正として改めて公表します。

＜2020年度の経営目標＞
区 分 経 営 目 標

売 上 高 360億円

経 常 利 益 36億円
本経営目標を達成するために、継続して以下の項目を経営の重要課題として対処してま

いります。

1. 新規顧客開拓のためのソリューションビジネスの強化
2. 会計事務所・地域金融機関とのパートナーシップの強化
3. bizsky（ビズスカイ）プラットフォーム事業の推進
4. 開発体制の抜本改革と積極的な技術者採用･人材育成
5. グループ経営の強化
6. BPR（※）による生産性向上と働き方改革による従業員

満足度の向上
※Business Process Re-engineeringの略で、業務の構造を抜本的に見直し、最適化する観点から再構

築することを意味します。
新型コロナウイルス感染症の影響が不透明な状況ではありますが、このような取り組み

を継続し、経営目標を達成することにより、すべてのステークホルダーの皆様のご期待に
お応えできるよう、今後も継続的な企業価値向上に向けて一層努力してまいります。

－ 9 －

事業の状況
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５．財産および損益の状況の推移

区 分 第40期
(2017年３月期)

第41期
(2018年３月期)

第42期
(2019年３月期)

第43期
(当連結会計年度)
(2020年３月期)

売 上 高(百万円) 26,225 27,582 31,317 35,501

経 常 利 益(百万円) 4,010 4,426 5,056 5,311
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 2,616 2,877 3,730 1,839

１株当たり当期純利益(円) 83.46 92.05 119.89 59.59

総 資 産(百万円) 21,823 24,566 38,211 38,348

純 資 産(百万円) 14,864 16,277 18,058 19,029

１ 株 当 た り 純 資 産(円) 474.72 520.87 584.51 615.97
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６．重要な子会社および関連会社の状況（2020年３月31日現在）
⑴　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 エ ヌ ・ テ ー ・ シ ー 97百万円 100％
ソフトウェアの開発・販売
ソフトウェア等の導入支援サービス
ソフトウェアの運用支援サービス
ハードウェアの販売

株 式 会 社 エ ム ・ エ ス ・ ア イ 90百万円 100％
ソフトウェアの開発・販売
ソフトウェア等の導入支援サービス
ソフトウェアの運用支援サービス
ハードウェアの販売

リ ー ド 株 式 会 社 140百万円 100％
ソフトウェアの開発・販売
ソフトウェア等の導入支援サービス
ソフトウェアの運用支援サービス

株式会社MJS M&Aパートナーズ 240百万円 100％

Ｍ＆Ａに関する斡旋、仲介、助言およびコンサル
ティング
事業承継、事業再編、企業再生に関する経営コン
サルティング
Ｍ＆Ａおよび事業承継等における財産評価の受託
企業価値に関する調査・評価の受託

クラウドインボイス株式会社 100百万円 100％ ＩＴソフトウェアの企画、開発、販売および管理
クラウドサービスの開発および提供

株 式 会 社 ビ ズ オ ー シ ャ ン 45百万円 100％

インターネットメディアの企画、制作および運営
インターネットメディアを利用した各種情報提供
サービス
デジタルコンテンツの企画、制作、運営、販売お
よび管理
広告、宣伝、各種販売促進に関する企画、制作、
販売および広告代理
インターネットによる通信販売

－ 11 －
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社MJS Finance & Technology 94百万円 100％

各種ハードウェアおよびソフトウェアの企画、開
発、制作、輸出入および販売
ＩＴを利用した各種ファイナンスサービス
決済処理サービスの提供
適格機関投資家等特例業務
金融商品取引法に基づく有価証券の取引およびデ
リバティブ取引
会社経営、企業再生および創業支援等に関するコ
ンサルティング
Ｍ＆Ａに関する仲介、斡旋およびアドバイザリー
業務

Miroku Webcash International株式会社 158百万円 66.6％

ＩＴに関する各種業務コンサルティング
ＩＴに関するシステムの構築および運用・保守サー
ビス
ＩＴソリューションサービス
企業金融・資産管理に関するソフトウェアとコン
テンツの開発および販売業務

株 式 会 社 ア ド ・ ト ッ プ 15百万円 98.0％
広告代理
有料職業紹介事業および労働者派遣事業
業務用事務用品の販売代理

（注）１.当社は、2019年５月にブリリアンツ株式会社から株式会社MJS Finance & Technologyの株式を取
得し、同社の議決権の100％を保有することとなりました。

２.当社は、2020年4月に株式会社トランストラクチャの全株式を取得し、同社を連結子会社といたしま
した。

⑵　重要な関連会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

プ ラ イ マ ル 株 式 会 社 60百万円 33.3％
ソフトウェアの開発・販売
ソフトウェア等の導入支援サービス
ソフトウェアの運用支援サービス

株 式 会 社 韓 国 Ｎ Ｆ Ｃ 1,573百万
韓国ウォン 21.2％ 近距離無線通信（ＮＦＣ）による決済サービス

の開発および販売

７．主要な事業内容（2020年３月31日現在）
⑴　業務用アプリケーションソフトウェア（経営・財務・税務・販売・給与・人事等）の

開発・販売とそのシステム導入・運用に関わるコンサルティングサービス
⑵　コンピュータハードウェア（汎用サーバ・パソコン・周辺機器等)、サプライ用品の販売
⑶　上記ソフトウェアおよびハードウェア等の保守サービス

－ 12 －
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８．主要な事業所（2020年３月31日現在）
⑴　当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 東京都新宿区 名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市
東 京 開 発 セ ン タ ー 東京都中野区 ソリューション中部支社 愛知県名古屋市
長 岡 開 発 セ ン タ ー 新潟県長岡市 金 沢 支 社 石川県金沢市
札 幌 支 社 北海道札幌市 京 都 支 社 京都府京都市
道東サービスセンター 北海道北見市 大 阪 支 社 大阪府大阪市
盛 岡 支 社 岩手県盛岡市 ソリューション近畿支社 大阪府大阪市
仙 台 支 社 宮城県仙台市 神 戸 支 社 兵庫県神戸市
さ い た ま 支 社 埼玉県さいたま市 姫 路 営 業 所 兵庫県姫路市
ソリューション関東信越支社 埼玉県さいたま市 岡 山 支 社 岡山県岡山市
群 馬 営 業 所 群馬県前橋市 高 松 支 社 香川県高松市
長 野 支 社 長野県長野市 松 山 営 業 所 愛媛県松山市
新 潟 支 社 新潟県新潟市 広 島 支 社 広島県広島市
千 葉 支 社 千葉県千葉市 ソリューション中国支社 広島県広島市
東 京 第 一 支 社 東京都千代田区 北 九 州 支 社 福岡県北九州市
ソリューション第一支社 東京都千代田区 福 岡 支 社 福岡県福岡市
東 京 第 二 支 社 東京都新宿区 ソリューション九州支社 福岡県福岡市
ソリューション第二支社 東京都新宿区 長 崎 支 社 長崎県長崎市
首都圏パートナー支社 東京都新宿区 大 分 支 社 大分県大分市
八 王 子 支 社 東京都八王子市 熊 本 支 社 熊本県熊本市
横 浜 支 社 神奈川県横浜市 鹿 児 島 支 社 鹿児島県鹿児島市
静 岡 支 社 静岡県静岡市 沖 縄 支 社 沖縄県那覇市

⑵　子会社
会 社 名 所 在 地
株 式 会 社 エ ヌ ・ テ ー ・ シ ー 新潟県長岡市
株 式 会 社 エ ム ・ エ ス ・ ア イ 東京都新宿区
リ ー ド 株 式 会 社 群馬県前橋市
株 式 会 社 Ｍ Ｊ Ｓ  Ｍ ＆ Ａ パ ー ト ナ ー ズ 東京都新宿区
ク ラ ウ ド イ ン ボ イ ス 株 式 会 社 東京都新宿区
株 式 会 社 ビ ズ オ ー シ ャ ン 東京都中央区
株 式 会 社 M J S  F i n a n c e  &  T e c h n o l o g y 東京都中央区
M i r o k u  W e b c a s h  I n t e r n a t i o n a l 株 式 会 社 東京都千代田区
株 式 会 社 ア ド ・ ト ッ プ 東京都中央区

－ 13 －
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９．使用人の状況（2020年３月31日現在）
⑴　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
1,640名 83名増

⑵　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,321名 80名増 38.6歳 11.7年
（注）使用人数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数です。なお、

臨時雇用者の数は含まれておりません。

　10．主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 650百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 452百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 450百万円

－ 14 －
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）
１．発行可能株式総数 135,000,000株
２．発行済株式の総数 34,806,286株

（うち自己株式数3,930,557株）
３．株主数 4,113名
４．大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 式 会 社 エ ヌ ケ ー ホ ー ル デ ィ ン グ ス 10,141千株 32.85％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,301千株 4.22％
S S B T C  C L I E N T  O M N I B U S  A C C O U N T 1,136千株 3.68％
是 枝 伸 彦 1,036千株 3.36％
株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ 1,030千株 3.34％
T H E  C H A S E  M A N H A T T A N  B A N K  3 8 5 0 3 6 925千株 3.00％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 844千株 2.74％
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE FIDELITY FUNDS 640千株 2.07％
文 化 シ ヤ ッ タ ー 株 式 会 社 635千株 2.06％
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505025 604千株 1.96％

（注）１．当社は自己株式（3,930,557株）を保有しておりますが、上記の表には記載しておりません。
２．持株比率は自己株式（3,930,557株）を控除して計算しております。

－ 15 －
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Ⅲ．会社役員に関する事項
１．取締役および監査役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 是 枝 伸 彦 取締役会議長
代 表 取 締 役 社 長 是 枝 周 樹 最高経営責任者
専 務 取 締 役 由 井 俊 光 最高マーケティング責任者　営業本部長

取 締 役 寺 沢 慶 志
最高財務責任者　最高情報責任者　経営管理本部長
兼情報システム部長兼社長室長
株式会社MJS Finance & Technology　代表取締役

取 締 役 岩 間 崇 浩 最高技術責任者　製品開発・サポート本部長
取 締 役 大久保　利　治 税経システム研究所所長代行
取 締 役 松 田 修 一
取 締 役 長 友 英 資 株式会社ＥＮアソシエイツ　代表取締役
取 締 役 五 味 廣 文
常 勤 監 査 役 中 谷 研 二
監 査 役 薄 井 信 明
監 査 役 但 木 敬 一

（注）１．代表取締役社長是枝周樹氏は、2020年4月1日付で当社の子会社である株式会社ビズオーシャンの
代表取締役に就任いたしました。

２．当社と重要な兼職先との間に特別の関係はありません。
３．取締役松田修一氏、取締役長友英資氏、取締役五味廣文氏は、社外取締役であります。
４．監査役薄井信明氏および監査役但木敬一氏は、社外監査役であります。
５．監査役薄井信明氏は、国税庁長官、大蔵事務次官等を歴任するなど、財務および会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
６．監査役但木敬一氏は、法務事務次官、検事総長等を歴任し、弁護士として企業法務に精通しており、

財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
７．当社は､取締役松田修一氏､取締役長友英資氏､取締役五味廣文氏、監査役薄井信明氏および監査役但

木敬一氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出ております。

－ 16 －

会社役員に関する事項



2020/05/29 9:17:47 / 19598095_株式会社ミロク情報サービス_招集通知（Ｃ）

２．取締役および監査役の報酬等の額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）
9名

（3名）
323,037千円
(40,974千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

44,460千円
(20,976千円)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 お よ び 社 外 監 査 役 ）

12名
（5名）

367,497千円
(61,950千円)

（注）１．取締役の報酬限度額は、2014年６月27日開催の第37回定時株主総会において年額390,000千円以
内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2008年６月27日開催の第31回定時株主総会において月額6,000千円以内
と決議いただいております。

３．社外役員に関する事項
⑴　他の会社の社外役員等の兼任状況（2020年３月31日現在）

区　　分 氏 　 名 兼 任 状 況 等

取 締 役 松 田 修 一

株式会社コメリ
ウエルインベストメント株式会社
株式会社民間資金等活用事業推進機構
日本ベンチャーキャピタル株式会社
マークラインズ株式会社
株式会社ファンペップ

社外取締役
取 締 役
社外取締役
社外監査役
社外監査役
社外監査役

取 締 役 長 友 英 資
日機装株式会社
東京カメラ部株式会社
日本電産株式会社
日本貸金業協会

社外取締役
監 査 役
社外監査役
公 益 理 事

取 締 役 五 味 廣 文
アイダエンジニアリング株式会社
アステリア株式会社
株式会社ＺＵＵ

社外取締役
社外取締役
社外取締役

監 査 役 薄 井 信 明 オリックス株式会社 社外取締役

監 査 役 但 木 敬 一
株式会社アール・エス・シー
日本生命保険相互会社
株式会社フジタ

社外取締役
社外監査役
社外監査役

－ 17 －
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⑵　当事業年度における主な活動状況
区　　分 氏 　 名 活 動 状 況

取 締 役 松 田 修 一 当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、議案の審議
に対して適宜発言を行っております。

取 締 役 長 友 英 資 当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席し、議案の審議
に対して適宜発言を行っております。

取 締 役 五 味 廣 文 当事業年度開催の取締役会17回のうち14回に出席し、議案の審議
に対して適宜発言を行っております。

監 査 役 薄 井 信 明
当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、また、当事
業年度開催の監査役会14回のうち14回に出席し、議案の審議に対
して適宜発言を行っております。

監 査 役 但 木 敬 一
当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、また、当事
業年度開催の監査役会14回のうち14回に出席し、議案の審議に対
して適宜発言を行っております。

⑶　社外役員と締結している責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外役員全員と会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定め
る要件に該当する場合には損害賠償責任を限定する旨の契約（責任限定契約）を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額で
あります。

－ 18 －
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Ⅳ．会計監査人の状況
１．会計監査人の名称　　　　　　　　　三優監査法人

２．報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
財産上の利益の合計額 33百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について
同意の判断をいたしました。

３．非監査業務の内容
子会社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査

業務）として、財務調査業務を委託し、対価を支払っております。

４．会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し
ます。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告します。

－ 19 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

23,603,895
17,979,564
4,074,439

536,169
250,230
31,302

503,301
237,737
△8,850

14,716,525
4,448,468
1,131,089
2,888,567

428,811
4,557,761

19,830
1,540,184
2,992,647

5,099
5,710,295
3,241,188

72,521
1,383,046
1,015,054

△1,516
28,045
28,045

流 動 負 債 7,096,624
買 掛 金 1,043,222
短 期 借 入 金 550,000
１年内返済予定の長期借入金 442,500
未 払 金 767,842
未 払 費 用 247,855
未 払 法 人 税 等 1,139,982
前 受 収 益 1,224,852
賞 与 引 当 金 603,985
返 品 調 整 引 当 金 21,678
そ の 他 1,054,704

固 定 負 債 12,222,222
転換社債型新株予約権付社債 11,040,333
長 期 借 入 金 1,100,000
退 職 給 付 に 係 る 負 債 16,669
資 産 除 去 債 務 20,306
そ の 他 44,913

負 債 合 計 19,318,847
純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,013,846
資 本 金 3,198,380
資 本 剰 余 金 3,004,349
利 益 剰 余 金 15,771,099
自 己 株 式 △3,959,982

その他の包括利益累計額 1,004,819
その他有価証券評価差額金 1,005,065
為 替 換 算 調 整 勘 定 △245

新 株 予 約 権 76
非 支 配 株 主 持 分 10,877
純 資 産 合 計 19,029,620

資 産 合 計 38,348,467 負 債 純 資 産 合 計 38,348,467

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 35,501,029
売 上 原 価 14,985,274

売 上 総 利 益 20,515,755
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 38,885
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 21,678
差 引 売 上 総 利 益 20,532,962

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,305,318
営 業 利 益 5,227,643

営 業 外 収 益
受 取 利 息 15,822
受 取 配 当 金 30,089
受 取 損 害 賠 償 金 35,273
そ の 他 40,286 121,471

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,607
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4,982
社 債 発 行 費 償 却 7,648
支 払 手 数 料 6,783
そ の 他 3,669 37,692

経 常 利 益 5,311,422
特 別 利 益

持 分 変 動 利 益 8,773
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 8,773

特 別 損 失
減 損 損 失 17,566
ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損 2,516,015
そ の 他 4,328 2,537,910

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,782,285
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,003,242
法 人 税 等 調 整 額 △1,061,204 942,037

当 期 純 利 益 1,840,247
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 351
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,839,895

－ 21 －
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

20,742,888
15,714,390

108,096
3,452,919

534,450
191,039
30,733

138,031
507,544
73,942

△8,259
15,603,677
4,111,260

891,927
8,469

378,388
2,808,725

23,749
4,498,116
1,489,662
3,005,421

3,032
6,994,301
3,050,874
1,649,371

800
70,637

1,259,715
963,643

△741
28,045
28,045

流 動 負 債 6,550,954
買 掛 金 895,868
短 期 借 入 金 550,000
1年内返済予定の長期借入金 440,000
リ ー ス 債 務 6,007
未 払 金 694,911
未 払 費 用 207,979
未 払 法 人 税 等 1,050,000
未 払 消 費 税 等 650,070
前 受 金 169,588
預 り 金 68,478
前 受 収 益 1,204,595
賞 与 引 当 金 580,887
返 品 調 整 引 当 金 21,678
そ の 他 10,889

固 定 負 債 12,162,299
転換社債型新株予約権付社債 11,040,333
長 期 借 入 金 1,100,000
リ ー ス 債 務 19,715
そ の 他 2,250

負 債 合 計 18,713,253
純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,656,834
資 本 金 3,198,380
資 本 剰 余 金 3,013,389

資 本 準 備 金 3,013,389
利 益 剰 余 金 14,405,046

利 益 準 備 金 206,924
そ の 他 利 益 剰 余 金 14,198,122

別 途 積 立 金 6,985,000
繰 越 利 益 剰 余 金 7,213,122

自 己 株 式 △3,959,982
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,004,523

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,004,523
純 資 産 合 計 17,661,357

資 産 合 計 36,374,611 負 債 純 資 産 合 計 36,374,611

－ 22 －
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損　益　計　算　書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 31,898,718
売 上 原 価 12,671,350

売 上 総 利 益 19,227,367
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 38,885
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 21,678
差 引 売 上 総 利 益 19,244,574

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,477,528
営 業 利 益 4,767,046

営 業 外 収 益
受 取 利 息 11,659
有 価 証 券 利 息 4,616
受 取 配 当 金 93,375
受 取 損 害 賠 償 金 35,273
そ の 他 36,000 180,925

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,492
社 債 発 行 費 償 却 7,648
支 払 手 数 料 6,783
そ の 他 1,645 30,570

経 常 利 益 4,917,400
特 別 損 失

減 損 損 失 758
ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損 2,571,150
そ の 他 4,328 2,576,237

税 引 前 当 期 純 利 益 2,341,162
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,852,960
法 人 税 等 調 整 額 △1,075,466 777,494

当 期 純 利 益 1,563,668

－ 23 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ミロク情報サービス

取締役会　御中
三　優　監　査　法　人
東　京　事　務　所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 公 太 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 熊 谷 康 司 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ミロク情報サービスの2019年４月１日
から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ミロク情報サービス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

－ 24 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 25 －
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ミロク情報サービス

取締役会　御中
三　優　監　査　法　人
東　京　事　務　所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 公 太 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 熊 谷 康 司 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミロク情報サービスの2019年４
月１日から2020年３月31日までの第43期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

－ 26 －
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断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 27 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの第43期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

一　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

二　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第3項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

三　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

－ 28 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月26日
株式会社ミロク情報サービス　監査役会

常勤監査役 中 谷 研 二 ㊞
社外監査役 薄 井 信 明 ㊞
社外監査役 但 木 敬 一 ㊞

　(注)　監査役薄井信明及び監査役但木敬一は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に
定める社外監査役であります。

以　上

以　上

－ 29 －
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様の日頃のご支援にお応えし、継続的かつ安定的な配当を実施するた
め、財務状況および当期の業績ならびに今後の事業展開等を総合的に勘案し、期末配当に
つきまして次のとおりといたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金38円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は1,173,277,702円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　2020年６月29日といたしたいと存じます。

－ 30 －

剰余金処分の件
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第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役９名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　名 候補者属性 現在の当社における地位・担当

取締役会
出席状況

（2019年度）

1 これ
是

えだ
枝

のぶ
伸

ひこ
彦 再 任 代表取締役会長　取締役会議長 17/17回

2 これ
是

えだ
枝

ひろ
周

き
樹 再 任 代表取締役社長　最高経営責任者 16/17回

3 ゆ
由

い
井

とし
俊

みつ
光 再 任

専務取締役
営業本部長
最高マーケティング責任者

16/17回

4 てら
寺

さわ
沢

けい
慶

し
志 再 任

取締役常務執行役員
経営管理本部長兼社長室長
最高財務責任者　最高情報責任者

17/17回

5 いわ
岩

ま
間

たか
崇

ひろ
浩 再 任

取締役常務執行役員
製品開発・サポート本部長
最高技術責任者

16/17回

6 おお
大

く
久

ぼ
保　

とし
利　

はる
治 再 任 取締役

税経システム研究所所長代行 17/17回

7 まつ
松

だ
田

しゅう
修

いち
一 再 任 社 外 独 立 社外取締役 16/17回

8 なが
長

とも
友

えい
英

すけ
資 再 任 社 外 独 立 社外取締役 16/17回

9 ご
五

み
味

ひろ
廣

ふみ
文 再 任 社 外 独 立 社外取締役 14/17回

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

－ 31 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

1

これ えだ のぶ ひこ
是 枝 伸 彦

（1937年９月11日生）
再任

1977年11月 当社設立　取締役

1,036,517株

1980年11月 当社代表取締役社長
1988年12月 有限会社エヌ・ケー興産

（現・株式会社エヌケーホールディング
ス）取締役（現任）

1992年６月 当社代表取締役会長兼社長
2004年６月 当社代表取締役会長兼社長

最高経営責任者
2005年４月 当社代表取締役会長

最高経営責任者
2015年４月 当社代表取締役会長

取締役会議長（現任）
［取締役候補者とした理由］
　同氏は、設立から一貫して当社の経営を担っており、優れた経営能力を有しております。この豊
富な経験と実績を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活かすため、取
締役として選任をお願いするものであります。

2

これ えだ ひろ き
是 枝 周 樹

（1964年２月24日生）
再任

1991年３月 株式会社エヌ・ケー企画

335,274株

（現・株式会社エヌケーホールディング
ス）取締役（現任）

1994年６月 当社取締役
1997年４月 株式会社ボイスメール（現・株式会社

ニューフォリアクリエイツ）代表取締役
1999年６月 当社常務取締役
2001年５月 当社専務取締役
2002年12月 株式会社エヌ・テー・シー代表取締役
2003年４月 当社取締役副社長
2004年６月 当社代表取締役副社長 最高執行責任者
2005年４月 当社代表取締役社長

最高執行責任者
2015年４月 当社代表取締役社長

2020年４月
最高経営責任者（現任)
株式会社ビズオーシャン代表取締役（現任)

［取締役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり当社の経営を担っており、経営全般に関する知見と力強い業務執行能力を
有しております。この豊富な経験と実績を、当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能
の強化に活かすため、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 32 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

3

ゆ い とし みつ
由 井 俊 光

（1959年６月14日生）
再任

1989年４月 当社営業統括本部関西事業部京都支社長

10,174株

1998年６月 当社取締役営業本部東京中央支社長
1999年10月 当社取締役営業本部長
2000年４月 当社常務取締役営業本部長
2004年４月 当社取締役常務執行役員営業本部副本部長
2005年４月 当社常務執行役員業務管理本部長
2006年４月 当社常務執行役員営業本部長
2008年６月 当社取締役常務執行役員営業本部長
2009年４月 当社取締役常務執行役員会計事務所チャ

ネル・パッケージ事業本部長
2012年６月 当社常務取締役会計事務所チャネル・パッ

ケージ事業本部長
2014年４月 当社常務取締役営業本部長
2014年９月 株式会社MJS M&Aパートナーズ代表取締役
2015年４月 当社常務取締役営業本部長

最高マーケティング責任者
2016年４月 当社専務取締役営業本部長

最高マーケティング責任者（現任）
［取締役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり当社営業部門の業務に携わり、豊富な経験と実績を有しております。これ
らを当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に活かすため、取締役として選任
をお願いするものであります。

－ 33 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

4

てら さわ けい し
寺 沢 慶 志

（1959年９月27日生）
再任

2001年５月 当社管理本部財務グループ課長兼情報管
理グループ課長

17,338株

2002年４月 当社開発本部開発業務管理グループ課長
2005年４月 当社経営管理本部経営管理部長
2009年４月 当社社長室部長兼経営企画グループ部長

兼経営企画統制チーム部長
2014年６月 当社社長室長代理兼経営企画グループ部長
2015年４月 当社常務執行役員経営管理本部長

最高財務責任者
2016年４月 当社常務執行役員経営管理本部長兼人事

総務部長兼社長室長　最高財務責任者
2016年６月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長

兼社長室長　最高財務責任者
2017年10月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長

兼人事総務部長兼社長室長　最高財務責任者
2018年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長

兼情報システム部長兼社長室長　最高財
務責任者　最高情報責任者

2019年１月 株式会社MJS Finance & Technology
代表取締役（現任）

2020年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長
兼社長室長　最高財務責任者　最高情報
責任者（現任）

［取締役候補者とした理由］
　同氏は、当社の経営管理部門および開発部門で業務経験を重ねてきており、経営全般およびシス
テムに関する相当程度の知見を有しております。これらを当社の経営と取締役会の意思決定機能お
よび監督機能の強化に活かすため、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 34 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

5

いわ ま たか ひろ
岩 間 崇 浩

（1966年８月24日生）
再任

2015年７月 当社執行役員製品開発・サポート本部付

0株

2016年４月 当社執行役員製品開発・サポート本部副本
部長兼クラウド製品開発部長

2017年４月 当社常務執行役員製品開発・サポート本部
長兼bizsky事業部担当　最高技術責任者

2018年４月 当社常務執行役員製品開発・サポート本部
長兼Ｒ＆Ｄセンター担当　最高技術責任者

2018年６月 当社取締役常務執行役員製品開発・サポー
ト本部長兼Ｒ＆Ｄセンター担当
最高技術責任者

2019年４月 当社取締役常務執行役員製品開発・サポー
ト本部長　最高技術責任者

2019年５月 当社取締役常務執行役員製品開発・サポー
ト本部長兼サポートセンター長
最高技術責任者

2019年10月 当社取締役常務執行役員製品開発・サポー
ト本部長　最高技術責任者（現任）

［取締役候補者とした理由］
　同氏は、公認会計士、税理士としての高度な専門知識と、システムの開発・リスク管理および監
査に関する豊富な経験を有しております。これらを当社の経営と取締役会の意思決定機能および監
督機能の強化に活かすため、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 35 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

6

おお く ぼ とし はる
大 久 保 利 治

（1955年12月18日生）
再任

1992
1996
1999

年
年
年

４
10
６

月
月
月

当社開発本部CS部長
当社開発本部開発統括部長
当社取締役企画・開発本部副本部長（開発担当）

10,000株

2002

2004

2006
2007
2008

年

年

年
年
年

４

４

４
４
６

月

月

月
月
月

当社執行役員営業本部企業経営システム
事業部長
当社執行役員営業本部会計事務所チャネル
事業部長
当社常務執行役員マーケティング本部長
当社常務執行役員開発・サポート本部長
当社取締役常務執行役員開発・サポート本部長

2009

2012

年

年

４

６

月

月

当社取締役常務執行役員ソリューション
事業本部長
当社常務取締役ソリューション事業本部長

2014
2015

年
年

４
４

月
月

当社常務取締役開発本部長
当社取締役税経システム研究所所長代行
（現任）

［取締役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり当社開発部門の業務に携わり、また当社のシンクタンクである税経システ
ム研究所では所長代行を務め、システム開発、財務・会計および税務・商事法に関する豊富な知識
と経験を有しております。これらを当社の経営と取締役会の意思決定機能および監督機能の強化に
活かすため、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 36 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

7

まつ だ しゅう いち
松 田 修 一

（1943年10月１日生）
再任 社外
独立役員

1991年４月 早稲田大学システム科学研究所
（現・早稲田大学ビジネス・ファイナンス研
究センター）教授

19,800株
1998年４月 早稲田大学ビジネススクール経営大学院

（国際経営学専攻）教授
2005年６月 当社取締役（現任）
2007年４月 早稲田大学大学院商学研究科

（ビジネス専攻 MOT担当）教授
2012年４月 早稲田大学名誉教授（現任）

［社外取締役候補者とした理由］
　同氏は、学識経験者、公認会計士として幅広い見識と知識を有するとともに、長年にわたりベン
チャー・中小企業の成長支援に従事しております。この豊富な知識と経験を当社の経営に活かして
いただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏の当社社外取締役就任期
間は、本総会終結の時をもって15年であります。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で
会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂
行できると判断いたしました。

8

なが とも えい すけ
長 友 英 資

（1948年７月７日生）
再任 社外
独立役員

1971年４月 東京証券取引所入所

13,759株

2001年11月 株式会社東京証券取引所執行役員
2003年６月 同社常務取締役
2005年12月 同社常務取締役（最高自主規制責任者）
2007年10月 株式会社ＥＮアソシエイツ代表取締役（現任）
2008年４月 早稲田大学大学院商学研究科客員教授
2010
2018

年
年

６
４

月
月

当社取締役（現任）
株式会社MJS Finance & Technology
取締役

2018年６月 日本貸金業協会公益理事（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＥＮアソシエイツ代表取締役

［社外取締役候補者とした理由］
　同氏は、コーポレート・ガバナンスおよび内部統制システム等に関する豊富な経験と証券市場管
理業務等における知識を有しております。これらを当社の経営に活かしていただくため、社外取締
役として選任をお願いするものであります。同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時を
もって10年であります。

－ 37 －

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/29 9:17:47 / 19598095_株式会社ミロク情報サービス_招集通知（Ｃ）

候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

9

ご み ひろ ふみ
五 味 廣 文

（1949年５月13日生）
再任 社外
独立役員

1972年４月 大蔵省入省

0株

1996年７月 大蔵省銀行局調査課長
1998年６月 金融監督庁検査部長
2000年７月 金融庁証券取引等監視委員会事務局長
2001年７月 金融庁検査局長
2002年７月 金融庁監督局長
2004年７月 金融庁長官
2007年７月 金融庁離職
2007年10月 西村あさひ法律事務所顧問
2009年10月 株式会社プライスウォーターハウスクー

パース総合研究所理事長
2009年11月 青山学院大学特別招聘教授（現任）
2011年６月 当社監査役
2014年１月 西村あさひ法律事務所アドバイザー
2014年９月 株式会社MJS M&Aパートナーズ監査役（現任）
2015年２月 ボストンコンサルティンググループ

シニアアドバイザー（現任）
2016
2018

年
年

６
５

月
月

当社取締役（現任）
株式会社MJS Finance & Technology
監査役

2020年５月 株式会社MJS Finance & Technology
取締役（現任）

［社外取締役候補者とした理由］
　同氏は、元金融庁長官としての豊富な経験と実績、経営戦略および事業再生に関する相当程度の
知見を有しております。これらを当社の経営に活かしていただくため、社外取締役として選任をお
願いするものであります。同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年であり
ます。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上
記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．松田修一、長友英資、五味廣文の３氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役との責任限定契約について

当社は、松田修一、長友英資、五味廣文の３氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任に
ついて、法令に定める要件に該当する場合には損害賠償責任を限定する旨の契約（責任限定契約）
を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額でありま
す。なお、松田修一、長友英資、五味廣文の３氏の再任が承認された場合、当社は、３氏との間で
責任限定契約を継続する予定であります。

４．社外役員の独立性について
松田修一、長友英資、五味廣文の３氏は、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており
ます。
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第３号議案　監査役３名選任の件
　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

１

まき の ひろ し
牧 野 博 史

（1959年７月１日生）
新任

1997年10月 当社営業本部池袋支社長

33,720株

2004年４月 当社営業本部北東圏統括部長
2004年10月 当社執行役員営業本部北東圏統括部長
2006年４月 当社執行役員マーケティング本部サポー

トセンター長
2011年４月 当社執行役員ネット事業推進部長
2012年４月 当社執行役員経営管理本部業務改善推進

室長
2015年４月 当社執行役員内部監査室長（現任）

［監査役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり当社営業部門および管理部門の業務に携わり、また近年では内部監査室長
を務め、豊富な経験とコンプライアンス、リスク管理に関する相当程度の知見を有しております。
これらを当社の監査体制の強化に活かすため、監査役として選任をお願いするものであります。

２

うす い のぶ あき
薄 井 信 明

（1941年１月１日生）
再任 社外
独立役員

1965年４月 大蔵省入省

0株

1995年５月 主税局長
1998年１月 国税庁長官
1999年７月 大蔵事務次官
2003年１月 国民生活金融公庫（現・株式会社日本政

策金融公庫）総裁
2008
2011

2012
2016

年
年

年
年

12
６

６
６

月
月

月
月

株式会社日本総合研究所理事長
コナミ株式会社（現・コナミホールディ
ングス株式会社）社外監査役
オリックス株式会社社外取締役（現任）
当社監査役（現任）

［社外監査役候補者とした理由］
　同氏は、国税庁長官、大蔵事務次官等を歴任し、税務・金融の専門家として相当程度の知見を有
しております。これらを当社の監査体制の強化に活かしていただくため、社外監査役として選任を
お願いするものであります。同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年であり
ます。

－ 39 －
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

３

ただ き けい いち
但 木 敬 一

（1943年７月１日生）
再任 社外
独立役員

1969
1984
1996
1997
1997
2002
2004
2006
2008
2009

年
年
年
年
年
年
年
年
年
年

４
３
４
７
12
１
６
６
７
５

月
月
月
月
月
月
月
月
月
月

東京地方検察庁検事任官
法務大臣官房司法法制調査部参事官
大分地方検察庁検事正
最高検察庁検事
法務大臣官房長
法務事務次官
東京高等検察庁検事長
検事総長
弁護士登録
イオン株式会社社外取締役 0株

2009年６月 株式会社大和証券グループ本社社外取締役
2009年７月 日本生命保険相互会社社外監査役（現任）
2012年６月 株式会社フジタ社外監査役（現任）
2016年６月 当社監査役（現任）
2017年６月 株式会社アール・エス・シー社外取締役

（現任）
2020年５月 株式会社MJS Finance & Technology

監査役（現任）
［社外監査役候補者とした理由］
　同氏は、検事、法務事務次官、検事総長等を歴任し、現在は弁護士として法律やコンプライアン
スに関する豊富な知識と見識を有しております。これらを当社の監査体制の強化に活かしていただ
くため、社外監査役として選任をお願いするものであります。同氏の当社社外監査役就任期間は本
総会終結の時をもって４年であります。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社経営に
関与したことはありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行できると
判断いたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．社外監査役との責任限定契約について

当社は、薄井信明、但木敬一の両氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法
令に定める要件に該当する場合には損害賠償責任を限定する旨の契約（責任限定契約）を締結して
おり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額であります。なお、
薄井信明、但木敬一の両氏の再任が承認された場合、当社は、両氏との間で責任限定契約を継続す
る予定であります。

３．社外役員の独立性について
薄井信明、但木敬一の両氏は、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしております。

－ 40 －
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第４号議案　補欠監査役２名選任の件
本総会終結の時から次期定時株主総会開始の時までの間に、監査役が法令に定める員数

を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
候補者後藤壽樹氏は第３号議案が原案どおり可決されることを条件に常勤監査役牧野

博史氏の、候補者北畑隆生氏は第３号議案が原案どおり可決されることを条件に社外監査役
薄井信明氏および社外監査役但木敬一氏の補欠として選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当社株式の数

1

ご とう とし き
後 藤 壽 樹

（1956年４月２日生）

1985年 9 月 当社営業本部熊本支社長

0株

1992年４月 当社営業本部東京第二支社長
2000年４月 当社営業本部札幌支社長
2002年４月 当社購買部長
2004年４月 当社営業本部ユースウェア事業部長
2007年４月 当社社長室部長
2014
2020

年
年

４
４

月
月

当社営業本部首都圏統括部副統括部長
当社内部監査室調査役（現任）

［補欠の監査役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり当社営業部門および管理部門の業務に携わり、豊富な経験と実績を有して
おります。これらを、監査役に就任した場合に、当社の監査体制の強化に活かすため、補欠の監査
役として選任をお願いするものであります。

2

きた ばた たか お
北 畑 隆 生

（1950年１月10日生）

1972年 4 月 通商産業省入省

0株

2004年 6 月 経済産業省経済産業政策局長
2006年 7 月 経済産業事務次官
2008年 7 月 経済産業省退官
2010年 6 月 株式会社神戸製鋼所社外取締役(現任)

丸紅株式会社社外監査役
2013年 6 月 丸紅株式会社社外取締役(現任)
2014年 6 月 セーレン株式会社社外取締役(現任)

2020年４月
日本ゼオン株式会社社外取締役(現任)
学校法人新潟総合学院開志専門職大学
理事・学長（現任）

［補欠の社外監査役候補者とした理由］
　同氏は、長年にわたり行政官として重要な役職を歴任し、幅広い見識と豊富な経験を有しており
ます。これらを、監査役に就任した場合に、当社の監査体制の強化に活かしていただくため、補欠
の社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外役員となること以外の
方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適
切に遂行できると判断しております。

－ 41 －
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．北畑隆生氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３．北畑隆生氏が社外取締役を務める株式会社神戸製鋼所およびそのグループ会社は、2017年10月、

公的規格または顧客仕様を満たさない製品等につき、検査結果の改ざん等不適切な行為が行われて
いたことを公表し、当該行為の一部に関し、2019年３月に不正競争防止法違反の罪で有罪判決を受
けました。同氏は、問題の発覚まで当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃より社外取締役
としてコンプライアンス遵守の視点に立った提言および注意喚起をしておりました。上記事実が発
生した後は、同社の取締役会において、調査方法の適正性・妥当性に加え、原因究明と安全性検証
に向けた様々な意見表明を行った他、同社の品質ガバナンス再構築委員会の委員として再発防止策
の策定に寄与しました。2018年６月からは同社取締役会の議長に就任し、再発防止策の実行、同社
のガバナンス変革や社員の意識改革など信頼回復に向けた取り組みに関して指摘を行うことにより、
各種の取り組みを適切にモニタリングし、その職責を適切に果たしております。なお、当社は、同
社の再発防止策が順次実行に移され、計画通り進捗している旨を、同社の公表資料等にて確認して
おります。

４．補欠の社外監査役との責任限定契約について
当社は、北畑隆生氏が監査役に就任した場合には、同氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠
償責任について、法令に定める要件に該当する場合には損害賠償責任を限定する旨の契約（責任限
定契約）を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令で定める最低
責任限度額であります。

５．北畑隆生氏は、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしております。
以　上

－ 42 －
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都新宿区西新宿四丁目15番３号

住友不動産西新宿ビル３号館２階
ベルサール西新宿 ROOM１
TEL　03-3320-2611（代表）

京王
百貨店

ルミネ

西新宿駅

新宿駅

新宿駅

西新宿五丁目駅
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ハイアット
リージェンシー
東京

新宿グリーン
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ハルク
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新宿
センタービル新宿

三井ビル

(熊野神社前)

京王プラザ
ホテル

新宿
モノリス

KDDIビル

新宿ワシントン
ホテル

ザ ノット
東京新宿

西口

青梅街道
丸ノ内線

交番
（渋谷駅行）

十二社池の下

十二社池の下 新宿住友ビル

大江戸線

東京都庁

新宿NSビル

首都高速
新宿出入口

新宿中央公園

西新宿駅

都庁前駅

新宿駅

新宿駅

西新宿五丁目駅

新宿西口駅

京王
新線

京王
線

A2

2

A1

（新宿駅西口行）
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Ｎ
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（永福町方面行）
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住友不動産
西新宿ビル３号館
ベルサール西新宿

スバル
ビル 小田急

百貨店

ヒルトン
東京

東京医科
大学病院

新宿
郵便局

明治安田
生命新宿
ビル

交通のご案内
「西新宿五丁目」駅「Ａ２出口」徒歩６分（都営大江戸線）
「都庁前」駅「Ａ５出口」徒歩７分（都営大江戸線）
「西新宿」駅「２番出口」徒歩12分（東京メトロ丸ノ内線）
「新宿」駅「西口」徒歩15分（ＪＲ線他）

（バス利用の場合）
新宿駅西口交番脇階段地上出口11　⑯⑰番乗場より乗車
「十二社池の下」下車　熊野神社方向徒歩２分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図


